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【研究ノート】
発展途上国の貧困と援助の役割
一わが国の政府開発援助をめぐる一論点一
絵所秀紀
はじめに
1991年度のわが国のＯＤＡ総額は１１０億3,400万ドル（円ベースでは１
兆4,840億円）と巨額にのぼり，日本は途上国にたいする世界のトップド
ナーとしての地位を占めるに至った。同年におけるわが国の途上国向け資
金の流れ総額は250億4,300万ドルであったので，全体に占めるＯＤＡの
シェアは44.1％にのぼることになる。ＯＤＡに「その他公的資金(ＯＯＦ)」
まで含めると，その額は137億3,300万ドルとなり，両者を合計した公的
資金の流れのシェアは全体の54.8％に達する（表１参照)。途上国への公
的資金の流れの規模がここまで大きくなってくると，途上国の経済開発お
よび貧困問題解消に向けての日本の公的資金（とりわけＯＤＡ）の影響あ
るいは効果はどうなのか？ということが当然にも問題になってこよう。
こうした状況の進展を背景として，近年わが国のＯＤＡに関して多くの
議論が見られるようになった。しかし不幸にして，議論の多くは依然とし
て「ジャーナリスティック」でありすぎる。開発経済学の成果を十分に踏
まえた援助研究が必要とされていると言えよう。
本稿の目的は，途上国における貧困問題の解決にとって援助は有効であ
るかという視点から，わが国のＯＤＡのあり方を検討することである。第
１節で「貧困問題と援助」という視点から援助の効果・影響を総合的に
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表１わが国の途上国向け資金の流れ：1990年および９１年
（支出純額ベース，単位：100万ドル）
1990年 1991年
11,034 
（44.1％） 
2,699 
（10.8％） 
11,142 
（445％） 
１６８ 
（0.7％） 
25,043 
(100.0％） 
1．政府開発援助（ＯＤＡ）
2．その他公的資金（OOF）
3．途上国向け民間資本の流れ
4．ＮＧＯによる贈与
９，２２２ 
(48.4％） 
3,470 
(18.2％） 
6,262 
(32.9％） 
１０３ 
（0.5％） 
5．途上国向け資金の流れ合計 １９，０５７ 
(100.0％） 
出所：外務省「わが国の政府開発援助1992年度版」（上）plO1．
分析した代表的な研究である，Ｒ・カッセン他「援助は役に立っている
か？』，Ｐ、モズレー「外国援助一擁護と改革』，Ｒ､Ｃ・リデル『外国援助
再考」の３研究の結論部分を簡単に紹介する。ついで第２節では，良く知
られているわが国のＯＤＡの概観的な特徴を「貧困と援助」という視点か
ら整理し，いくつかの論点を提示する。第３節では同様に「貧困と援助」
という視点から，わが国ＯＤＡの事例２件一タイの小規模灌概プロジェ
クトとバングラデシュのナラヤンガンジーナルシンジ灌概プロジェクトー
を比較検討し，若干の教訓を引き出す。第４節では現在急速に変貌を遂げ
つつあるわが国ＯＤＡシステムのあり方を，「構造調整と貧困」という問
題に論点をしぼって考えてみる。
1．発展途上国の貧困問題と援助
８０年代後半から，開発と援助に関する総合的な研究が，数多く発表さ
れてきた。本節では「貧困問題と援助」という視点から援助の効果・影響
を総合的に分析した代表的な研究である，Ｒカッセン他『援助は役に
立っているか？』，ｐ・モズレー「外国援助一擁護と改革｣，Ｒ､Ｃ、リデル
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｢外国援助再考」の３研究の結論部分を簡単に紹介する。
まず注目されるのは，最貧国への新しい援助アプローチの必要性を提言
した，Ｒカッセン他による「援助は役に立っているか？」である(1)。本
書は世界銀行とＩＭＦの理事会の開発委員会によって設立されたタスク
フォースの報告書であり，援助全般をカヴァーする総合的な研究である。
１．援助のマクロ経済的貢献，２．援助と貧困，３．政策対話，４．援助
の実績と評価（プロジェクト援助，プログラム援助，食糧援助)，５．技術
協力，６．援助の総合的影響と協力の役割，７．援助と市場諸力，８．多
国間援助と二国間援助，といった多様な論点が検討され，またバングラデ
シュ，コロンビア，インド，ケニヤ，マラウィ，マリ，韓国の国別研究も
行われた。得られた結論と勧告も多岐にわたっているが，とりわけ「貧
困」問題にたいして特別のアプローチが必要である点を強調した点が注目
される。以下では，「貧困」問題にたいする提言を中心に，彼らの得た結
論の一部を整理しておこう。
①長期開発を目的とした援助プロジェクトの大半は，それ自身の目的
に照らして見ると成功している。しかしこのことは援助の全てがうま
くいっているということを意味しない。かなりの比率が成功していな
い。しかし問題はむしろ，どのように成功・失敗が判断されるべきか
ということである。Ｘ％の援助が失敗したとして，これを他の投資一
先進工業国における民間投資あるいは公共部門投資一とどのように比
較すべきか，という問題である。援助が実施される困難な状況を考え
ると，複雑な人間の努力の平均と比較すると援助のパフォーマンスは
良いと結論できるかもしれない。
②かなりの程度，援助のまずい点は，すべての援助に共通している。
うまくいってない援助の場合，その欠点は「より多く非難されるケー
ス」と「より少なく非難されるケース」にわけられる。
援助の失敗でより多く非難されるケースは，援助国側では援助の開
発目的が十分考慮されることなく，商業的あるいは政治的な結果が追
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求されることから生じる。あるいはまた他の場合には過去の失敗から
学ばないことから生じる。被援助国側では失敗の原因は，主に援助が
実施される政策環境に見いだせる。双方に共通する原因としては，援
助協調（調整）が失敗した場合である。
より少なく非難されるケースは，逆境で試みられる援助の困難さで
ある。大半の援助は世界の最貧地域で複雑かつ革新的な投資として行
われる。それらは危険にさらされやすい。安全指向的な援助プログラ
ムは，最貧国の最も貧しい人々にはほとんど何ももたらさない。
③途上国は資金融通の必要`性に応じて３つのグループに分けられるべ
きである。第１のグループは中所得国である。こうした諸国は長期の
讓許的資金を必要としない。反対の極に「最貧国」がある。こうした
諸国では，物質的な開発に必要な人的技能，安定的な行政，インフラ
といった基礎的な必要要素が欠けている。しばしば不安定な政府，環
境条件の悪化，農業の停滞あるいは悪化が見られる。両カテゴリーの
間に多くの低所得および低位中所得グループがある。これらの諸国は
生き延びるために援助を必要としてはいない。しかし援助はこうした
諸国の開発を促進することができる。インドと中国は第４のカテゴ
リー（特殊事例）として処理されるべきである。両国は貧困という観
点からは最貧国であるが，最貧国には見られない多くの開発の利点を
もっているためである。また最貧国にたいする援助には新しいアプ
ローチが必要である。
④国際的なクロスセクション分析によると，途上国を全体としてみる
と援助と成長の間にはほとんど相関関係がない。援助と貯蓄をとって
みても同様である。しかしだからといって援助が成長に寄与しなかっ
たと結論することはできない。平均してみれば，援助は相対的に小さ
なものであり，成長に寄与する多くの要素のうちの一つにすぎない。
⑤貧困の救済が被援助国政府と援助との協力であるとすれば，援助は
明らかにジュニア・パートナーである。被援助国の政策，政治，社会
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構造等々のほうがはるかに重要である。にもかかわらず，援助は貧民
を助けてきた。
一般的に言って，貧困指向プロジェクトの収益率は高い。貧民にま
で援助の恩恵を届かせる努力と援助の経済効率との間には必ずしもト
レード・オフの関係があるわけではない。
しかし従来農村開発，都市インフォーマル部門，住居，福祉サービ
スに関するプロジェクト策定にあたっては，不幸にして所得分配につ
いての関心が欠けてきたように思われる。
⑥貧困撲滅のためにより多くのことがなされうる。(1)若干の国では，
援助国はより多くの比率を直接貧困指向プロジェクトに振り向けるこ
とができた。「最善の」技術が実行されていたならば，成功の比率は
はるかによくなったであろう。貧困のためにより多くのことをなしう
る方法の一つは，十分能力のあるＮＧＯに資金を供与することであ
る。(2)援助国は「貧困指向」プロジェクトだけでなく，より広い範囲
のプロジェクトー道路，電力，等々－でも，所得分配の効果と目的と
を考慮すべきである。(3)貧民が「自分で目的をたてられる」商品の
生産，すなわち生産物がとくに貧民によって消費されるような生産活
動に援助を集中する余地がある。(4)援助国はローカルコストおよび経
常経費をカヴァーする意志を継続すべきである。直接貧困指向的プロ
ジェクトは通常大きな輸入投入財を必要としない。しかしそれらは被
援助国の予算に多きな負担をかける。(5)援助国は貧民の利益を損なう
ような一連の行為を避けるべきである。(6)最貧国にたいする援助には
新しいアプローチが必要である。この中には国際収支サポート，財政
サポートが入る。これらはともに貧民にとって利益となる政府のサー
ビスを維持するために役立つ。援助のアンタイイング化（｢ひも無
し」化）の促進も役立つ。(7)反貧困プログラムのために，貧困撲滅の
意志のある被援助国との援助協調プロセスが利用されうる｡貧困に対
処するには，援助国と被援助国との間で様々な政策対話が必要であ
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る。(8)援助国は貧困指向開発の特殊な障害を特定し，また克服するた
めに特別の努力をすることができる。
⑦被援助国は貧困低減の確固たる意志をもたなければならない。援助
国と被援助国の双方は，貧困にたいして速効'性のない長期の開発と経
済活動の維持の双方に関わらなければならない。成長と政策改革も貧
困問題の解決にとって重要である。
Ｐ・モズレー「外国援助一擁護と改革』は「公共財」としての援助を擁
護し漸進的な改革を推進するという立場から書かれた，おそらく現在のと
ころ最もすぐれた援助研究である(2)。モズレーは，援助が必要とされる論
拠として５点指摘している。このうち３点は世界を全体として見たときに
支持される「普遍的な」論拠である。すなわち，①今日の第３世界の貧し
い人々にとって利用可能な生活条件は受け入れがたいものであり，より豊
かな人々からの所得移転によって救われるべきであるという「分配」面か
らの援助支持論，②発展途上国の資本投資および借款資金のための市場が
様々に不完全であるという論拠に基づいた「配分」面からの援助支持論，
③援助の流れは世界の需要を喚起し，とりわけ発展途上国の失業を救いう
るという論拠に基づいた「安定」面からの援助支持論，である。残りの２
点は個々の国にのみ妥当する「特殊な」論拠である。すなわち，ある国か
らの二国間援助は，④当該国にたいする政治的支持を得ることができると
いう論拠，⑤当該国からの輸出を増加させることができるという論拠，で
ある。つづいてモズレーはこれらの論拠がどの程度実際に妥当するのかと
いう問いを発し，詳細な実証的検討を加えている。「援助の効果」に関す
る実証によって得られた結論は，相当厳しいものである。要約しておこう。
①経済援助は，政治的影響力の手段としては，明らかに成功しな
かった。
②輸出促進の手段としても，援助の成績は良くはない。援助はその後
の注文や市場シェアの継続的な増加をほとんどもたらすことなかっ
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た。供与国の雇用は援助以外の政策手段によってより効率的に増加さ
せうる。さらに貿易関連援助は供与国のサプライアー企業の効率と被
援助国の開発の質の双方にネガティブな副作用を及ぼしうる。
③諸国間の所得再分配の手段としての援助は，おだやかではあるが明
らかに効果をあげている。個人間の所得分配に関しては，著しいデー
タ不足のために，はっきりした結論は得られないが，西欧の貧しい
人々から第３世界の豊かな人々へとマネーが再分配されたとは言えな
いことは明らかである。西欧の相対的に豊かな人々から第３世界の最
貧困層を除くほとんどの所得階層に最分配されたように思われる。
④成長促進の手段としての援助の効率性はどうか？世界レヴェルで
は中立的である。つまり成長促進的でもなく，成長阻害的でもない。
発展途上国の公共部門の行動様式は，援助の効率をあらかじめ決定す
る一般的な行動様式に準じていない。それは国によってまた時期に
よって異なる。したがって成長にとって援助は良いとか悪いとか包括
的に述べることは避けるべきである。
かくしてモズレーは，「分配面」および「配分面」からの援助供与支持
の論拠は妥当`性を失わず，また「援助は，全体としてみると良いものであ
る」が，それにしても援助の効果は「その支持者の期待にははるかに及ば
ない」と結論した。「援助支持者の期待にはるかに及ばない」理由，すな
わち援助の効果を制約している理由としてモズレーは２点指摘している。
①援助は主権をもった政府に供与される。彼ら（途上国政府）は，政府の
政策手段を駆使して彼らがなしたいと思うことを実行する権力をもってい
る。したがって援助供与国の権力は制約されている。援助国がなしうるこ
とはせいぜい援助資金をうまく使用すると信じる政府を援助をもって支持
すること，あるいは援助資金を有効に利用していない国あるいは部門から
有効に利用する国あるいは部門に援助予算を転換することだけである。し
かし供与国は実際にはこうしたことを行っていない。彼らが利用しうる,情
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報が限られているからである。②援助プログラムは全体としてみても個々
のプロジェクトでみても，供与国の政治的，商業的利益を促進するだけで
なく，被援助国の経済成長や貧民への資源最配分の支援といった多様な目
的を同時に達成することが求められており，その目的はますます増加する
傾向にある。こうしたばらばらで多様な目的設定は，互いに相反するかも
しれないにもかかわらず，おかまいなしにあたかも「クリスマスツリーの
飾り付け」のようにぶらさがり，その結果過剰負担となっている。
Ｒ､Ｃリデル『外国援助再考』はイギリス海外援助庁職員としての経
験を生かしたもので，援助供与の倫理的および論理的問題を中心論点に据
え，主にその道義的根拠を問うたユニークな研究である(3)。左右からのラ
ディカルな援助批判論を検討したのちに彼は「中庸の精神」を説き，次の
ような結論を得ている。
①援助と開発との間には何等の自動的なリンクはない。しかし公的援
助を供給する根拠がなくなるわけではない。
②第三世界の貧民のニーズに答えるために公的援助の役割はある。そ
して援助は開発にとって決して必要なあるいは決定的な要因ではない
が，直接的，間接的に貧困緩和に役立ち得る。
③左右双方からの極端な援助批判，すなわち援助は決して役にたた
ないとか開発は援助がないほうがうまくいくといった批判は誤って
いる。
④援助供与の道義的根拠は２つの要素に基づいている。すなわち政府
には第三世界の極端なニーズを助ける義務があるということ，および
ニーズに基づいた判断基準を拒否するにたる代替的な道義的根拠が十
分ではないか，あるいはまた道義的命令が国内に限定されるべきであ
ると主張するにたる十分な根拠がないという点である。援助の道義的
根拠が支持されるのは援助が第三世界の貧困緩和に常に成功しうるこ
とが確かめられたからではなく，他の救済手段が一般的な支持を得る
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ことができないためであり，救済する必要が緊急のためである。しか
しながら２点追加すべき点がある。第１、援助供与の道義的根拠は投
入された資金の効果にかかっている。第２・援助は供与国と被援助国
との間のより広範な関係のうちの－要素にすぎないので，援助供与の
道義的根拠（およびその効果の改善）は第三世界の貧困改善をもたら
すであろう援助以外の道義に基づいた行動を補完するものであって
も，それらにとって代わるものではない。
⑤政治的要因はまちがいなく重要ではあるが，それのみをとりだして
議論すべきではない。政治環境がきわめて悪い状況下でも効果のあ
がっている援助もあるし，政治的要因が好ましいところでも援助は失
敗しうる。同様に「市場を自由化する」あるいは市場諸力にだけ依存
することが開発の答えであるとすることも誤りである。あらゆる阻害
要因が取り除かれるならばまちがいなく援助は最も良く機能するが，
これは夢幻境にだけあてはまる想定である。
上で紹介した３つの総合的な援助研究は，いずれも1980年代後半の援
助にたいする「共通認識」を良く代表している。かつてのファナティック
な援助無用論あるいは援助有害論は陰を潜め，同時に手ぱなしの援助賛美
論あるいは援助にたいする過度の期待論も陰を潜めている。もはやあまり
にもナイーブになれないほど，援助と開発に関する経験が積み重ねられた
ということであろう。また援助に過度の期待はできないが，しかしそれに
もかかわらず，途上国の貧困問題の解決のために援助供与の道義的根拠と
その役割がなくなるわけではない，というのが大方のコンセンサスであ
る。いずれの研究でも途上国の貧困問題，最貧国の開発問題，開発・援助
と所得分配の関係が今後一層追究されるべきテーマとして最重視されてい
る点が注目される。貧困問題の重視は援助政策が新たな展開を始めたこと
を告げるものであり，こうした雰囲気が世界銀行『1990年度版世界開発
報告』での貧困問題への再着目や１９９０年におけるＵＮＤＰの「人間開発
２３８ 
報告』の初公表へとつな力くる素地を作り出したと言えよう(4)。
2．わが国援助の特徴と貧困問題
本節では，前節での議論に照らして，わが国の援助の特質をめぐるいく
つかの論点を，(1)ＯＤＡの量と質，(2)援助の理念，(3)「要請主義」と「自
助努力」という３点にわたって，貧困問題と援助という視点から論じる。
(1)わが国ＯＤＡの量と質
よく知られているように，わが国のＯＤＡは，対ＧＤＰ比率の小ささ，
贈与比率およびグラント・エレメントの低さ，アジア地域への偏重，円借
款の比重の高さ，インフラ援助中心，技術協力の比重の小ささ，といった
諸特徴をそなえている。
９１年のわが国ＯＤＡの対ＧＮＰ比は0.32％であり，ＤＡＣ諸国中の順
位は第１２位，国民一人当りの援助負担額（９０年）は７３．４ドルであり，
ＤＡＣ諸国の中の順位は第１１位である。また贈与比率（89-90年平均）
は４５６％（ＤＡＣ諸国中第１８位)，グラント・エレメント（同）は77.6％
(ＤＡＣ諸国中第１７位）と，いずれもＤＡＣ諸国のそれぞれの平均値であ
る７６９％，92.8％にはるかに及ばない（図１参照)。
他の援助国に比較して有償資金協力（円借款）の比率が高いことが，贈
与比率およびグラント・エレメントの低さの原因である。９１年の二国間
ベースでのわが国ＯＤＡに占める円借款比率は61.7％，贈与比率は３８．３
％である（うち無償資金協力は17.2％，技術協力は211％)。
この点に関連して，経済大国にふさわしく援助の規模の拡大だけでなく
質の向上が急務であると論じられている。確かに途上国の資金返済負担の
軽減という観点からは贈与比率を高めることは望ましい。しかし開発効果
という観点からみると一概には有償資金協力（借款）と無償資金協力（贈
与）のどちらがいいかは判断できない。むしろ途上国サイドに返済義務が
[質］
贈与比率
(l989-90fl 
[量］
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＊日本以外の各何の実紙は暫定値（東欧1(りけ援助を除く）を使川。＊i母外銑k，海外県分を除く。
＊＊海外領土．海外県分を除く，右を含める場合は9.543百万ドル。但し，イjを含める場合フランスの
＊＊＊ＤＡＣ合計には米国の軍事債務救済分を除き，輸出信用債務救済分（１）本，対ＧＮＰ比は0.80％，にI氏一人
デンマーク．オーストリア）及び仏の海外領土，海外県分を含む。当l)のＯＤＡｉｌ担額は166.2ドル，
出典：ＤＡＣ資料
出所：表１に１回]し。ｐ２１
図１ＤＡＣ諸国の政府開発援助（1991年）
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四画⑪
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伴わないだけにプロジェクトの維持・管理が杜撰になり，その結果無償
案件のほうにより多くの失敗事例が発生する可能性が高い。「援助の質」
は，贈与比率あるいはグラント・エレメントという観点だけで判断するこ
とはできない。また贈与比率やグラント・エレメントは決して援助の「人
道的考慮」がどの程度であるかを示す指標でもない。両者は全く別次元の
問題である。それにもかかわらず，しばしば贈与比率あるいはグラント・
エレメントが「人道的考慮」の指標であるかのように論じられ，貧困問題
の解決に不可避の手段であるかのように論じられるのは，援助国と被援助
国双方の援助担当者による意図的な錯誤以外の何ものでもない。借款より
も贈与のほうが望ましいのは，被援助国政府の財政的観点あるいは外貨ポ
ジションから判断した時だけである。贈与が途上国の貧困解消に結びつく
ためには，貧困解消に向けての被援助国政府の断固たる意志，自国資金に
よる十分な財政支持，プロジェクト実行能力等，はるかに多くのかつ困難
な条件を満たすことが必要である。ひとり資金供与形態だけで左右される
ような単純な問題ではない。
次に９１年の地域別実績をみると，アジア地域の占めるシェアが５１．０％
と圧倒的に大きく，つづいて中近東の20.4％，アフリカの10.3％，中南
米の９５％等となっている。
アジア重視はことさら問題にすべきことではない。日本自身，アジア地
域に属する一国家であり，また周知のようにわが国ＯＤＡは戦後賠償から
始まったいきさつもある。アジア重視は歴史的な関係によって築かれてき
たごく自然な成行きである。むしろかつてのアジア一辺倒から中南米やア
フリカ向けの援助を迅速に拡大し，援助地域の多角化をはかってきたこと
を高く評価すべきであろう。
一方，９１年度のＯＤＡ全体に占める一般アンタイド率（援助資金によ
る物資・役務の調達先が供与国に限定されない割合）は79.7％，円借款
だけをとりだしてみると一般アンタイド率は実に89.9％にまでのぼって
おり，その高さはニュージーランド（100％）につづいてＤＡＣ諸国中第
発展途上国の貧困と援助の役割２４１
２位である。ちなみにイギリスの一般アンタイド率はわずかに２４０％（８９
年）アメリカのそれは３４９％（８９年)，フランス，ドイツのそれも４０％
台である（表２参照)。また９０年度の場合，円借款を利用してわが国企業
から実際に調達された比率は２７％であったのにたいし，その他ＯＥＣＤ諸
国企業からの調達比率は２１％，途上国企業からの調達比率は５２％（一般
アンタイドだけをとってみると，わが国企業からの調達比率はわずか２０
％，その他ＯＥＣＤ諸国企業からの調達比率は２５％，途上国企業からの調
表２ＤＡＣ諸国の二国間ＯＤＡのタイイング・ステイタス（約束額ベース）
（単位：％）
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注：(1)四捨五入の関係で，合計が100にならないことがある。
（２）フランスは，海外県・海外領土を含む。
（３）行政経費を除く。
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達比率は５５％）にまで達している(5)。わが国のＯＤＡが「ひも付き」であ
るという批判は明らかに過去のものであり，「商業主義的」であるという
批判は，国際比較の観点から見ると，とうていあてはまらない(6)。
ひも無し援助の比率が高いということは，被援助国によって調達される
物資・役務が国際人札によって行われる比率がそれだけ高いということを
意味する。つまり経済行為としては通常の民間の貿易取引と同じであっ
て，唯一の相違は途上国政府による調達物資・役務にたいする支払い資金
の出所がＯＤＡ資金であるというだけである。ひも付き援助は被援助国か
らみると，入札に参加できる企業が援助国の企業だけに限定されてしまう
ために，どうしても高いものにつく。プロジェクト・コストの低廉化とい
う点からみると，被援助国にとってはひも無し援助のほうが明らかに望ま
しい。しかし究極的にはＯＤＡにひもが付いているかどうかという問題
は，（被援助国である発展途上国をも含めた）各国企業の国際競争力とそ
れとからみあった各国の経済ナショナリズムの問題に帰着する。わが国
ＯＤＡのアンタイド率の高さはわが国企業の国際競争力の高さを示す指標
と見なすことができよう。
技術協力は無償資金協力とともに贈与の構成要素である。９２年におけ
る二国間ＯＤＡ総額に占める技術協力の比率は21.1％である。また９０年
におけるＯＤＡ総額に占めるその比率は14.7％，ＤＡＣ諸国中第１１位で
ある（ただし絶対額ではＤＡＣ諸国中第４位)。ＤＡＣ諸国の平均値は
23.1％を相当下回る（表３参照)。技術協力は「『人造り」を目的とする，
いわばソフトウエア中心の援助形態」であり，「保健医療等基礎生活分野
からコンピューター等高度な分野について，我が国の技術，ノウハウを相
手国の中堅クラスの人材等指導的役割を担う人々（技術協力の「カウン
ター・パート」と呼ばれる）に伝えるもので，カウンター・パートを通じ
この技術が当該国の人々に広く伝播され，途上国の発展に寄与することを
期待するものである」と説明されている(7)。地域別に技術協力の実績（９１
年）をみると，アジア58.1％，中南米18.8％，アフリカ１０７％，中近東
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表３技術協力の割合（1990年）
（支出純額ベース，単位：百万ドル）
ＯＤＡ 技術協力の割合
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注：(1)行政経費を除く。
（２）金額ベースで見た技術協力費の順位を示す。
（３）政府開発援助に占める技術協力費の割合についての順位を示す。
（４）フランスのＯＤＡ総額はＤＯＭ/TOM向けの援助を含む。
出典：ＤＡＣ資料
出所：表１に同じ。ｐ､2３
7.7％，大洋州3.3％，欧州1.3％となっており，ここでもアジアの占める
比率が圧倒的に大きい。
貧困問題にたいして，技術協力が有効な手段になりうるであろうことは
容易に想像できる。技術協力は人の交流を基礎に成り立っているために，
それだけきめの細かい対応が可能となるからである。わが国のＯＤＡに占
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める技術協力の比率が低い主要な理由は，何といっても適切な人材の不足
である。民間企業べ￣スでの直接投資を通じた技術移転とＯＤＡによる技
術協力との間には，おそらく同様の問題がみられるはずである。民間ベー
スでの技術移転の教訓一とりわけいわゆる「日本的経営」の移植というソ
フトウエア技術に関する豊富な経験一から学ぶべきことが多々あるものと
思われる。政府ベースでの技術協力でも，「経営資源の移転」という総合
的な観点を生かすことがますます必要となろう。
以上わが国ＯＤＡの若干の特徴を概観してきたが，これらの諸特徴は資
金面から整理したものでしかない。こうした議論をどれほど繰り返して
も，途上国の開発問題あるいは貧困問題にたいしてわが国のＯＤＡがど
れほど有効であるのか？という問いにたいする具体的な解答は得られ
ない。
(2)援助の理念
長い間わが国の援助の基本理念とされてきたのは，「人道的考慮」と
｢相互依存性の認識」の２点である。９２年６月３０日に閣議決定された
｢政府開発援助大綱」（以下「援助大綱」と記す）では，上記の２点に加え
て「環境の保全」が追加された。
これらの理念はそれぞれをとってみれば，ことさらわが国援助理念だけ
に特殊なものではないし＋分説得力を備えたものでもある。しかし「人
道的考慮」は明らかに発展途上国の貧困緩和に向けてのメッセージである
のに対し(8)，「相互依存性の認識」から送られてくるのは友好的な外交関
係あるいは通商関係を築きたいというメッセージである(9)。両者の認識の
レヴェルあるいはターゲットは大きく異なっている。発展途上国の開発の
現状から判断すると前者のカテゴリーに典型的にあてはまるのはサハラ
以南のアフリカ諸国や南アジア諸国等であり，後者のカテゴリーに典型的
にあてはまるのは東アジアやアセアン４等であろうというイメージが湧
く。そうであるならば，それぞれのカテゴリーに属する途上国の発展段階
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(よ大きく異なっており，開発をめぐる諸問題の質も大きく異なっているこ
とになる。したがってもし「人道的考慮」と「相互依存性の認識」とを同
一レヴェルのものとして議論を進めるとすると，援助の供与基準はダブ
ル・スタンダードを持つことになり，モズレーの指摘する「クリスマスツ
リーの飾り付け」問題が生じる可能性がある。カッセン報告やリッデルが
示唆するように，援助の理念とは援助供与の道義的根拠を指すものである
とするならば，「相互依存'性の認識」は援助の理念あるいは援助供与の道
義的根拠としては必ずしもふさわしくない。「人道的考慮」だけを理念と
するのが妥当であろう('o)。
わが国の近隣アジア諸国がいまだ貧しく，わが国のＯＤＡの大半が近隣
アジア諸国に向けられていた時期には，「人道的考慮」と「相互依存性の
認識」との間に大きなギャップはなかった。ところが１９８０年代になると
わが国は急速に「援助大国」となり，近隣アジア諸国もまた目ざましい発
展を経験することになった。こうした状況の急変のために，「人道的考慮」
と「相互依存`性の認識」との間には実態的に大きなギャップが生まれてき
た。現時点で評価するならば，両者は明らかに異質の問題である。「相互
依存性の認識」は援助の理念としてではなく，むしろわが国外交の理念と
して意味をもつものである。ＯＤＡは外交手段の重要な一部になりうる
が，外交そのものではない。ここのところをI府分けしないと，援助の供与
基準もまたぼやけてしまうことになろう。「経済援助は，政治的影響力の
手段としては，明らかに成功しなかった」というモズレーの指摘は十分に
考慮されなければならない。
(3)「要請主義」と「自助努力」
わが国ＯＤＡのきわだった特徴をなしてきたものは，いわゆる「自助努
力」と「要請主義」の原則である。「自助努力＝要請主義」とは，「開発の
主役は途上国自身であり，わが国援助は途上国の自助努力を支援するもの
であるとの立場を堅持し，途上国からの要請の内容及びその優先順位はで
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きる限り尊重する｣(''）ものであると説明されてきた。「援助大綱」を説明
した９２年度版の「我が国政府開発援助』では，「我が国は，自らの経験，
更には東アジア諸国への援助の経験を通じて，自助努力に基づいて自国の
開発を進めることが真の経済的離陸につながるものであり，自助努力を促
さないまま援助を行っても，その結果に多くは期待できないと承知してお
り，そうした経験を踏まえ，大綱において，援助はあくまで自助努力を支
援するものであるとの我が国援助のスタンスを改めて確認している。こう
した考えに基づいて，我が国は援助案件採択に当っていわゆる要請主義を
採り，……」と，より詳細な説明が付されている('2)。つまり「(わが国の援
助にたいする）要請」は「(被援助国の開発への）自助努力」の反映であ
るという認識である。
自助努力のないところで，援助が所期の効果を発揮しえないのは自明で
ある。カッセン報告が示しているように，「貧困の救済が被援助国政府と
援助との協力であるとすれば，援助は明らかにジュニア・パートナーで
ある。被援助国の政策，政治，社会構造等々のほうがはるかに重要であ
る｣。しかし自助努力を要請主義に直結する論理にはいささか飛躍がある。
それぞれ独自の要因によって決定されていると考えるほうが自然である。
「要請主義」を前提にすると，どこまで発展途上国の援助要請（援助の
需要）に答えることができるのかという，援助供与国としてのわが国サイ
ド（援助の供給）側の問題が出てくる。実際の援助要請プロセスを見ると
わかるように，援助要請は決して白紙の状態で出されるわけではない。援
助市場での需給を見極めた上で，提出されてくる。そこでは援助の需給両
面における正しい'情報の提供が，援助取引を成立させる上で決定的に重要
な要因となる。わが国の要請主義は結局はタテマエであって，要請主義が
機能するためには，援助の需要側である途上国は前もってわが国の援助供
給能力を把握しておく必要がある。そうでないと要請はしたものの，取引
は成立しないことになる。一体誰が援助の需給調節機能を果たし，その取
引成立のためのコスト（情報の提供）を負担しているのであろうか？わ
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が国の場合，かつてはそのかなりの部分が総合商社あるいはメーカーに
よって負担されてきた。それにもかかわらず需給調節コスト（情報のコス
ト）は市場化されてはこなかった。それでも円借款の大半が紐付き援助
(タイド・エイド）で実施され，わが国企業の手にプロジェクトが落札さ
れる場合は，問題はなかった。商社はプロジェクト落札を見越して，，情報
のコストを前払いすることに大きな抵抗をみせなかった。東南アジア諸国
からの援助要請が実際にはわが国の商社の手によって「作成」され，また
日本の援助が日本企業の輸出振興の－変形であった時期には，商社は「悪
人」扱いされても社会の批判に耐えることができた。つまり商社あるいは
メーカーが援助ビジネスから手をひいてしまうと，実際には要請主義は十
分には機能しなかった。要請主義は援助需給の調整者としての総合商社あ
るいはメーカーの存在を前提としてのみ機能しえた。こうしたシステムは
後発援助国としてのわが国の援助システムの特殊`性から生み出された特徴
であって，一個の過渡的な現象である。
ところが，前述したように９０年度までにわが国円借款のアンタイド率
は著しく高まり，日本企業からの調達比率は２７％にまで急速に低下した。
こうなってくると，日本政府の援助はかつてのように日本企業の輸出を約
束するものとはならない。政府の援助が企業の輸出に結実しないならば，
企業の情報コスト部分の非回収率は高まり，企業サイドからみると援助は
｢うまみのない」商取引であるということになる。こうした状況変化の中
で，要請主義のタテマエを通そうとするならば，政府は,情報コストを市場
化して，’情報の提供者に相応の報剛||を支払わなければならない。現時点で
は，援助取引を成立させるために不可欠な情報コストの市場化は，コンサ
ルタント会社が成長するにつれ確実に高まってきている。今後ともわが国
ＯＤＡのアンタイド化率が高まるにつれ，かつて商社やメーカーが担って
きた援助のフィクサーとしての役割はますます小さくなり，援助ビジネス
の「近代化」が進展するであろう。また政府（関連諸機関）レヴェルでの
｢政策対話」が充実することによっても，実質的に「要請主義」はその歴
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史的役割を終え，遠からず安楽死することになろう｡
一方「自助努力」を考えるにあたっての問題の一つは，どのようなある
いは誰の自助努力が想定されているのかという点である。ＯＤＡはまず
もって援助国政府と被援助国政府との間での取引（政府間の資金トランス
ファー）である。そうである限り，自助努力の主体として想定されている
のは途上国の（中央）政府である０３)。ＯＤＡをめぐる取引行為は－個の市
場と見なすことができるが，その場合援助資金の供給主体も需要主体もと
もに政府である。自助努力とは具体的には需要主体である被援助国政府の
自助努力を意味する。したがって「開発の主役は途上国自身であり，わが
国援助は途上国の自助努力を支援するものであるとの立場を堅持し，途上
国からの要請の内容及びその優先順位はできる限り尊重する」という要請
主義は，より正確に言うならば，「開発の主役は途上国政府であり，わが
国援助は途上国政府の自助努力を支援するものであるとの立場を堅持し，
途上国政府からの要請の内容及びその優先順位はできる限り尊重する」と
いうことになる。そして「途上国政府の自助努力」は「途上国政府からの
要請の内容及びその優先順位」として表現されていると見なしているわけ
である。こうした認識には議論の余地がある。
途上国政府の自助努力を，「(援助）要請の内容及びその優先順位」から
判断することは不可能ではないとしても，明らかに不十分である。自助努
力の内容は「(援助）要請の内容及びその優先順位」よりもはるかに広い
ものである(M)。もし自助努力が問題であるとするならば，それにたいする
独自の判断基準が必要となる。「自助努力」こそ援助供与の第１の判断基
準であるとするならば，途上国政府の「援助要請」がどこまでその政府の
｢自助努力」を正しく反映しているのかが判断されなければならない。さ
らに論点を進めるならば，一体途上国政府の「自助努力」はその国の国民
の要求をどこまで正しく反映しているのかが問われなければならないとい
うことになる。さらにまた要請された援助案件の実施能力（行政能力）が
どこまで備わっているのかという点も判断する必要がある。つまり途上国
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政府の経済運営や開発戦略の是非にたいする判断は言うまでもなく，その
政府の政治的性格や行政能力等に関する幅広い一定の客観的なあるいは普
遍的な基準による判断が必要となる。貧困問題を考えるということになれ
ば,こうした課題に答えることは不可避である。
ところで自助努力支援が援助の基本理念だとすると，最貧国のケースを
どう処理するのかという困難な課題に直面せざるをえなくなる。自助努力
への支援を援助の「基本的スタンス」とするという場合,「援助大綱」が
想定しているのはせいぜい「(日本）自らの経験と東アジア諸国への援助
の経験」である(１５)。カッセン報告の指摘する「物質的な開発に必要な人的
技能，安定的な行政，インフラといった基礎的な必要要素が欠け，しばし
ば不安定な政府，環境条件の悪化，農業の停滞あるいは悪化が見られる」
最貧国のケースにたいしても，自助努力モデルをストレートにあてはめる
ことは無理がある。最貧地域での援助プロジェクトになればなるほど失敗
の危険は高まり，想定された成果を挙げることも困難になろう。援助の成
果を高めようとするならば，「自助努力」の備わった中進国あるいは準工
業国へ援助資金を集中させるべきであり，最貧国への援助資金の供給は最
悪の選択ということになる。しかし援助を最も必要としているのは，開発
の基礎条件を欠いたこうした最貧国である。カッセン報告の言う,「逆境
で試みられる援助の困難さ」を援助国の社会構成員が十分認識し，そうし
た事実を容認しないかぎり，「人道的考慮」に基づき，貧困問題解決のた
めに援助を実施することはますます困難になろう('6)。
3．事例研究から見たわが国ＯＤＡの特徴
一貧困と援助という視点から－
本節の目的は，貧困と援助という視点から，近年現地調査の機会にめぐ
まれたわが国ＯＤＡ資金を利用した灌概プロジェクト２件一東北タイの小
規模灌慨プロジェクトとバングラデシュのナラヤンガンジーナルシンジ灌
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慨プロジェクトーを事例研究として比較検討し，若干の教訓を導き出すこ
とである('7)。貧困と援助という問題を考えるには，具体的な事例を観察す
ることが不可欠である。それぞれの援助プロジェクトはそれぞれ独自の顔
をもっており，また貧困問題も個別具体的な性格を強くもっているためで
ある。
東北タイとバングラデシュという，ともにアジアの貧困な農村地域を対
象にした灌概プロジェクトであり，その意味で両プロジェクトの比較は貧
困援助プロジェクトのあり方を考える上で意味があろう。
(1)プロジェクトの概要と開発効果
（a）東北タイの小規模灌概（SSI）プロジェクト
本プロジェクトはタイ全土を対象とするもので，その目的は，①年最低
一期作（雨期）の保証，②年間を通しての水利用，③家畜用水の保証，④
自家消費用乾期作物の保証，⑤漁労用水の提供，という５点にのぼり，そ
の`性格は「農民の生活保証のための多目的水資源プロジェクト」である。
タイ側のプロジェクトの実施機関は王室灌慨局（ＲＩＤ:Royallrrigation
Department)，わが国の協力形態は有償資金協力である。1978年から８５
年にかけて，６次にわたり総額337億5,300万円が供与された。灌慨の型
は貯水池，堰，制水工である。プロジェクト実施地域の配分をみると，東
北部52％，北部23％と貧困地方で多く実施された。本プロジェクトは実
施地域の選定と維持管理システムに大きな特色がある。すなわちまず受益
者の代表である村長が統一形式の申請書を提出し，郡，県レヴェルでの審
査を経たのち，中央政府レヴェルでの水資源開発調整促進委員会で最終決
定されるという，ポトムアップ型のプロジェクト選定方式が採用された。
また貯水池，堰などの施設建設にかかわる費用は政府から拠出されるが，
末端水路建設，施設の管理・維持にかかわる費用や労役は，原則として受
益者農民によって賄われるという”住民参加型のプロジェクト維持管理方
式が採用された。
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現地調査ではプロジェクトの効果／影響をみるために，タイの中で最も
貧しい東北タイのウポンラチャダニ，コンケン，ナコンラチャシマ周辺の
農村１４力村を選び，村民からのヒアリングを重ねた(１８)。
その結果，①米の生産性の向上，②漁場，家畜用水，生活用水としての
利用，その結果としての衛生状態の改善，③農業の多角化および農家副業
の促進による農家収入の増加，④乾期出稼ぎの減少，⑤民生の安定（村民
の結束の高まり，電化の促進，村の寺院建設への増加収入の割り当て）と
いった「経済開発の好循環」メカニズムがうまれつつあることが観察さ
れた。
最も問題点がないわけではない。①灌概そのものが小規模であるために
乾期に干上がるケースがある。②本プロジェクトの実施にもかかわらず，
米の２期作はほとんど不可能であり，依然として乾期出稼ぎの多さが目に
つく。③本プロジェクトは，ベトナム戦争時に東北タイに拠点を築いてい
た共産ゲリラ追放の重要な手段としての役割を担っていた。灌概施設の建
設をエサにして，貧しい土地無し農民をベトナム国境に向けて植民したの
である。その結果共産ゲリラは追放されたが，それまで豊かであった東北
タイの森林消失の一原因ともなった。
にもかかわらず本プロジェクトの開発効果は大きく，また村民によって
歓迎されている様子が理解できた。村民にとってのニーズはまず灌概であ
るためである（どの村でも例外なく，村民の三大ニーズは灌概，電気，ア
クセス道路であることが，ヒアリングによって明らかとなった)。
（b）バングラデシュのナラヤンガンジーナルシンジ灌慨（Ｎ－Ｎ）プロ
ジェクト
本プロジェクトは首都ダッカから東に２０ｋｍのところにある。バング
ラデシュ側による全体の灌概構想は44,800ヘクタールという広大な面積
をカヴァーするプロジェクトであるが，現在のところ完成しているのはそ
のうちのごく－部である。目的は食糧増産問題の解決，とくに米を中心と
した農業生産の向上であり，実施機関はバングラデシュ水資源開発公社
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(BWDBBangladeshWaterDevelopmentBoard）である。わが国の
協力形態は無償資金協力であり，これまでにデモンストレーション・ユ
ニットに８．４億円，ブロックＡ－１に３３．４億円が供与された。灌概の型は
輪中灌慨であり，灌概・排水と洪水調整（灌概・排水用の水路と末端施設
の整備）を行うものである。
プロジェクトによる受益面積は，デモンストレーション・ユニットが
1,300ヘクタールであり，1984年４月に完成した｡また現在建設中のブロッ
クＡ－１は3,000ヘクタールである。ブロックＡ－１は９２年３月に完成予
定であったが，土地買収が予定どうり進展せず，１年間工事が延期されて
いる。
すでに完成しているデモンストレーション・ユニットにおけるプロジェ
クトでは，①灌概水の安定的供給と過剰水の排水が可能になったため農業
生産が安定した。②士地利用度の拡大。とくに作付面積の拡大（110％か
ら250％へ)。③高収量品種への転換。④収益'性の向上と農家所得の増
加，といったプラスの効果が上がった。
一方，問題点としては次の諸点が指摘できる。①デモンストレーショ
ン・ユニットでは，８７年および88年の大洪水が生じた際に，輪中堤防の
一部が決壊した。とくに８８年には住民が堤防を切るという事態が発生し
た。日本側の援助実施機関である国際協力事業団では，こうした緊急事態
にたいしてフォローアップを実施し，無償協力で堤防の復旧を行った。②
デモンストレーション・ユニットおよび，ブロックＡ－１の双方において
土地収用がうまく進展しなかったし，またしていない。③プロジェクトの
維持管理に様々な問題が見られる。例えば，堰堤におけるねずみ穴による
被害および不法住居の建設，プロジェクト敷地内（農地）におけるレンガ
エ場等の建設，不十分な舗道整備といった諸問題である。④またプロジェ
クトの結果，地価が著しく高騰した。⑤さらに水利管理組合による水料金
の徴収がうまくいっていない。
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(2)「社会的受容性」の相違の原因
両プロジェクトは受益農民の農業生産の増大あるいは所得の増大という
点においては，それぞれそれなりの成果を上げている。しかし「社会的受
容性」という点から比較すると，東北タイのＳＳＩプロジェクトにはかな
り高い社会的受容性がみられるのにたいし，バングラデシュのＮ－Ｎプロ
ジェクトは明らかにかなりの問題を抱えている。両プロジェクトの社会的
受容性の大きな相違はどのような原因によって生み出されたのであろう
か？次にこの点を検討してみたい。
考えられる主原因は４点ある。第１は，タイとバングラデシュとのマク
ロ環境の大きな相違である。つまり両国の発展段階の大きな相違，および
そのことによって制約された援助実施機関のプロジェクト管理能力におけ
る大きな相違である。ヒト，モノ，カネ，組織，制度の全ての面において
タイは相当の蓄積があるのにたいし，バングラデシュのほうは全ての面に
おいて著しく劣る。この要因はカントリー・ファクターと呼ぶことができ
よう。第２は，援助供与形態の相違である。SSIプロジェクトは有償資金
協力を利用して実施されたのにたいし，Ｎ－Ｎプロジェクトは無償資金協
力を利用して実施された。タイのプロジェクト実施機関の行政能力は＋分
なものがある。プロジェクトに関する基礎的なデータはコンピューターに
保持されている。また円借款を利用したために返済義務が伴うので，資金
の無駄が排除されやすい。これにたいしバングラデシュのプロジェクトは
無償資金を利用したために，土地買収が進展しないで工事が足踏み状態に
なっているにもかかわらず，バングラデシュ政府は一向に土地買収問題解
決に向けて真剣な姿勢を見せていない。のみならずわが国の無償資金協力
は単年度主義を採用しているために，工事の遅れは一層深刻な問題となっ
ている。ブロックＡ－１の工期は１年間の延長を認められたものの，その
間に土地買収問題が解決するきざしは見えない。バングラデシュは最貧途
上国であり，その意|床で無償資金協力が実施されたものと思われ，個別の
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プロジェクトとしてみれば，納得できる選択である。しかしバングラデ
シュにたいしては，ひとり日本のみならず，各援助国がきそって贈与形態
での膨大な援助を実施しているために，「援助中毒症」とでも呼ぶべき深
刻な症状が見られる。贈与プロジェクトは被援助国の責任感をうすめるだ
けでない。プロジェクトの数が膨大になると，プロジェクトの維持・管理
を実施するだけの予算手当も人材も不足してしまう。官僚たちを始めとし
てプロジェクトの実施部隊は援助国との交渉だけに時間をとられ，自らの
手によるプロジェクト形成能力もその意志も萎えてしまう。恐ろしい病で
ある。第３は，プロジェクトの規模（受益面積）の相違である。タイの
SSIプロジェクトは調査対象１４力村の場合，受益面積は３～400平方ｋｍ
程度であり，また水利組合所属世帯数は20～249世帯である。これにたい
し，バングラデシュのＮ－Ｎプロジェクトの場合，プロジェクトの受益面
積はデモンストレーション・ユニットで1,300ヘクタール，ブロックＡ－１
は3,000ヘクタールである。またそれぞれの地区の農家戸数は520戸（人
口数は2,600人）および4,240戸（人口数は26,000人）である（ただし１
ヘクタール＝１０平方ｋｍ)。プロジェクトの規模と「農民への情報提供」
のあり方および「農民の組織化」との間には相関関係があるものと予測さ
れる。プロジェクトの規模が大きくなればなるほど，対象となる社会構成
員の性格も多様かつ複雑になる。それだけ`情報は平等にいきわたりにくく
なり，組織化も困難になる。この点は次の第４の論点と密接に結び付いて
いる。すなわち両プロジェクトの決定的な,性格の相違は，プロジェクト対
象地域の住民（受益農民）がどのようにプロジェクトに参加しているかと
いう点である。ＳＳＩプロジェクトは，「ポトムアップ型＝住民参加型（草
の根型)」プロジェクトである。すなわちプロジェクトの策定段階から受
益者が関与し，自ら水利組合を結成し，組合員自身によって水利用規律が
遵守されている。また大半の場合，水利組合員には組合費はなく，必要な
場合は労務を提供するという制度である。これにたいし，Ｎ－Ｎプロジェ
クトでは水利組合が結成されていない。その結果，水路の維持管理が十分
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になされていない。また政府によって形成された水利管理組合による水料
金徴収がうまくいかない。その原因は，プロジェクト策定段階でプロジェ
クト対象地区農民の合意が形成されていないためである。のみならず政治
家による諮意的な介入，計画の変更がおこり，利権が発生し，地価がつり
あげられ，土地買収が進展しないという結果が生じている。つまり－部有
力者によってプロジェクトの情報が独占されるために，受益が平等に及ん
でいないのである。貧困解消に向けて住民参加型開発の意義はきわめて大
きいと言えよう('9)。
ところで，これまでの援助評価調査の経験からは，わが国ＯＤＡプロ
ジェクトのハード技術部分について，現地サイドからの批判あるいは不満
はほとんどきかれない(20)。技術をめぐる問題として従来指摘されてきたの
は，例えば建物の場合における現地にそぐわないデザイン，現地土木業者
への発注不足，現地技術との不適切なインターフェース，現地語マニュア
ルの不備，等の「ソフト」技術に関する問題，あるいはより複雑な社会経
済的問題（例えば土地収用，現地の生活形態にそぐわないプロジェクト
等）である。すなわち，わが国援助は著しくハード技術指向的である。逆
に言えば，社会経済的考慮が著しく弱いあるいは援助プロジェクトの社会
的受容性にたいする関心が著しく欠如している。基本設計調査および事前
調査時点での主要な判断基準はプロジェクトの経済`性とハード技術の観点
からみたプロジェクトの適性・実施可能性であって，プロジェクトの是非
を決定するにあたって社会経済的調査はほとんど重要な役割を果していな
い。タイのＳＳＩプロジェクトもバングラデシュのＮ－Ｎプロジェクトも
事前に十分な社会経済調査が実施されたとは言い難い。ＳＳＩプロジェクト
が好ましい結果をもたらしているのは，タイ側がしっかりとした実施体制
を敷いているからである。おそらくこのハード技術指向というわが国
ＯＤＡの特色は，戦後日本の経済発展の経験の反映であろう。しかしこう
した調査体制では，今後途上国の貧困問題に真剣に立ち向かうことはでき
ない。事の成否は相手国次第ということになりかねない。しかし言うは易
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〈，行うは難い。適切な人材が圧倒的に不足しているためである。現地研
究者等を含めた幅広い社会調査ネットワークを築くことが急務の課題とな
ろう。
4．曰本型構造調整借款と貧困問題
上述してきたような日本の援助の諸特徴一円借款の比重の高さ，インフ
ラ部門への集中，技術協力の比重の低さ，アジア諸国への高い集中度,人
道主義と相互依存性の認識という援助理念，要請主義と自助努力の同一
視，ハード技術指向の強さ－は，「後発援助国」としてのポジションから
生み出されたものである。
ところが日本が経済大国化するにつれ，とくに８０年代にはいってから
の経常黒字の構造的拡大を契機に「黒字還流」が問題とされるようになる
と，わが国援助システムの「先進国型」への脱皮が急務の課題となってき
た。援助規模（ＧＮＰ比）の拡大と質（贈与比率およびグラント・エレメ
ント）の向上，援助対象地域の拡大と多角化（アジアから中近東，中南
米，アフリカ，そして近年では旧ソ連・東欧圏へ)，技術協力の重視，援
助理念への環境保全の追加，民主化，人権，平和の重視，あるいはまた貧
困問題，人口問題および開発における女性の役割の重視等，様々な新たな
課題への対応が積極的に展開されるようになった。とりわけ注目されるの
は，「要請主義の克服＝政策対話の必要性」が重要テーマの一つとして浮
かびあがってきたことである。
すでに述べたように，従来わが国の援助システムを特徴づけていた「要
請主義」の内実は，すでに大きく変容しつつある。かつてのように「要請
主義＝自助努力」ではなく，両者の間にズレがあることが認識され始めて
きたと言えよう。「政策対話」が内実を伴った援助の需給調節プロセスに
なるならば，あえて「要請主義」にこだわる理由はどこにもないからであ
る。この動きは円借款のアンタイド化の急速な進展によって，促されたも
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のである。要請主義克服の消極的支持論と呼ぶことができる。
しかし要請主義の克服に，もっと積極的な意味を付与しようとする考え
が出てきた。いわゆる「日本型構造調整」借款が必要であるとされ，途上
国の経済政策を支援する名目で国際収支サポート型の援助を提供しようい
う発想が，それである。そのためには途上国の国別の経済調査が必要であ
り，より積極的な政策対話が必要であると論じられるようになった。こう
した議論が要請主義克服に向けてのもう一つの論拠である。こうした新た
なアプローチは，累積債務に悩む途上国の国際収支をサポートするため
に，わが国の経常黒字を還流する必要があるという認識をベースに出てき
たものである(２１)。
ところで「日本型構造調整」の内実をなすものは，日本の経済発展の経
験から得られた教訓であるとされる。しかしその教訓の中身となると，い
まだ明確なコンセンサスはできていない。
脚注１５で紹介したように，渡辺利夫氏は日本の経済発展から学ぶべき
教訓を「自助努力」であると論じている。外務省経済協力局の手になる
｢我が国の政府開発援助」（1992年度版）も同様に，「自助努力に基づいて
自国の開発を進めること」であると論じている。確かに「自助努力」は援
助の理念あるいはスローガンとしては，十分かもしれない。しかし「政
策対話」を重視し，「日本型構造調整」による政策提言を行おうとすると，
｢自助努力」を強調するだけではどうにもならない。自助努力とは誰の自
助努力であるのか？その基準は何であるのか？どの程度のあるいはど
のような自助努力をすればよいのか？こうした諸点が明らかにならない
かぎり，自助努力の理念を援助行政ルートに反映させることはできない。
渡辺氏のように，自助努力は「社会的能力の一切合切を含んだ」「ブラッ
クボックス」であるとして，そこで議論を止めてしまうことはできない。
｢ブラックボックス」であるならば，「政策対話」は「対話」にならない。
注目すべきもう一つの議論は，要請主義克服の先鞭をつけた石川滋氏の
議論である(22)。氏は「日本の構造調整援助政策の望ましい方向」として，
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次の諸点を指摘している。すなわち，(1)日本の構造調整援助政策が“政策
支援借款，’であるとするなら，ＯＥＣＦ（海外経済協力基金）やＪＩＣＡ（国
際協力事業団）のプロジェクト援助との連繋を考慮したうえでそれを立
案すべきである。(2)わが国の構造調整支援政策のタイム・ホライズンは，
ＩＭＦ・世銀の概念での短中期から可能な限り本来の経済開発の長期の視
点に近寄せることが望ましい。(3)構造調整提案の中身は，長期的には外向
きかつ市場志向の政策でよい。しかし過渡期には考慮すべき多くの問題が
ある。とくに市場構造が低発展状態にあることから生み出される諸問題を
十分認識する必要がある。(4)政策改善を援助供与のコンディショナリティ
とすることには'慎重であるべきである。
小浜裕久氏の議論はより積極的である(23)。わが国の政策支援借款の内容
はアングロ・アメリカン経済学（新古典派経済学）によりかかるのではな
く，日本の経済発展の経験に基づいた開発モデルが必要であるとした。そ
してその内容として，(1)将来のあるべき経済の姿を想定し，政策金融など
の促進措置によってある特定の部門に集中的に資源を投入する。日本の産
業政策はその典型である。(2)民間企業のダイナミズムを阻害しないような
形で政策介入を実施する。(3)政府による介入は，場合によっては動学的効
率性基準から正当化される場合がある。(4)日本は経済発展促進型の援助に
徹すべきである。その際，日本や東アジアの経験が教えることは，成長と
公正の両立が可能であるという事実である。さらに，短期的視点と長期的
視点，需要サイドの要因と供給サイドの要因のバランスをとることが重要
である，と論じている。
海外経済協力基金が公表した「世界銀行の構造調整アプローチの問題点
について－主要パートナーの立場からの提言」はこのような議論の延長線
上にあるものとしてとらえることができよう(２４)。この提言のスタンスは，
｢(世銀が主張するように）市場原理による資源配分の効率化が，経済政策
において非常に重要な要素であるという点については異論はない。ただ，
現実の生きた経済を対象として今後のあるべき方向についての処方菱を作
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成する際には，効率化以外にも考慮すべきいろいろな要素がある｡……効
率の追求一辺倒に陥らないようにバランスのとれた政策判断を行わなけれ
ばならない。また，効率を考える際にも，短期の視点だけでなく，常に長
期的視点をもたねばならない」というものである。その上で，世銀による
構造調整プログラムを補完すべき具体策として，(1)投資促進それ自体を目
的とした政策，(2)長期的視点からの幼稚産業保護等の産業育成政策，(3)優
遇金利を伴った制度金融の活用，(4)民営化を進める上での地場の民間資本
の成熟度の認識および効率性一辺倒による判断基準の弾力化，の４点を挙
げている。
構造調整と援助というテーマでは，すでに世界銀行が相当豊富な経験を
積み重ねてきている。公平に見て，このテーマに関して世界銀行ほど徹底
的に調査研究をしている機関はない。「日本型構造調整」の有効性を検討
する前に世界銀行の経験に耳を傾ける必要がある。ここでは近年の注目す
べき２つの研究，ＡＯクルーガー他による「援助と開発』とＰ・モズ
レー他による「援助と政治力：世界銀行と政策ベース借款」の概要を紹介
しておくにとどめる。
ＡＯクルーガー他『援助と開発』はアメリカ国務省およびＵＳＡＩＤの
ファンドを得て行われた「経済開発に対する援助のインパクト」に関する
研究である(25)。援助理論のサーベイ，援助国と被援助国の政策の評価，援
助の部門別評価（インフラ，農業生産，農村の生活の質，人口)，国別評
価（インド，韓国，トルコ，ガーナおよびアイヴォリー・コースト）から
成る総合的な研究で，最後に「教訓」が述べられている。周知の如く，ク
ルーガーは新古典派開発理論の中心的人物であり，経済自由化をめざす政
策改革のために援助を利用すべきだという立場の推進者であり，世界銀行
やＩＭＦによる構造調整借款というアイデアの提唱者の一人である。本書
でもこうした視点が重視されている。以下「教訓」部分のポイントを紹介
しておこう。
①経済開発したがってまた援助の役割にとって最も重要なことは，経
260 
済成長にとっての全体的なマクロ経済環境である。マクロ経済的環境
はセクター援助およびプロジェクト援助成功のための重要な決定要因
である。
②経済援助の効果は被援助国の経済政策環境によって強く条件づけら
れている。国別研究の示すところによると，とりわけ貿易政策と開発
援助の効果との間には緊密な関連がある。
③全体的なマクロ経済環境に付け加えて，２つの要因が経済援助の効
果に影響を与える。すなわち，（a)被援助国の政策についての援助供与
国と被援助国との間の見解一致の度合，（b)援助の性格と配分に関する
決定における経済発展の目的の重要１性。被援助国の経済政策に関する
見解の一致は，援助国と被援助国との政策対話というコンテクストの
中でのみ起こり得る。
④開発援助の流れが集計的な成長率に大きな影響を及ぼす例はまれで
ある。その理由は次の３点である。すなわち，（a)援助国，被援助国双
方において複雑な経済的，政治的目的が存在すること。（b)公的開発援
助の流れは，短期間を除いて，開発を維持するために利用可能な国家
的および商業的な資金フローの総額に比べて一般的に小さいこと。（c）
援助供与国はしばしば経済的に最もうまくいってない国々をサポート
するために援助を供与するため。
しかし逆に援助が全体的な成長にネガティブな影響を及ぼすと断定
することもできない。
クルーガーの研究はマクロ政策改革が経済開発の促進と援助効率の向上
にとって大きな影響力をもつという点を強調したものである。その限りで
は彼女の立論は当を得たものであるが，ＩＭＦ＝世銀の構造調整借款によ
る政策改革のモデルとして一定の型が固まってくると，あちこちから批判
が生じることになった。この型は「新古典派開発モデル」と呼ぶことので
きるもので，貿易自由化と市場自由化を中心とする開発モデルである(26)。
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一方，Ｒモズレー他「援助と政治力：世界銀行と政策ベース借款』は
世界銀行の構造調整借款の効果を，政治経済学的な観点から詳細に検討し
たものである(27)。国別研究である第２巻には世銀借款を得たトルコ，フィ
リピン，タイ，ガーナ，マラウィ，ケニヤ，ジャマイカ，ガイアナ，エク
アドル９ヶ国の構造調整の経験が収められている。これまでのところ，世
銀の構造調整援助に関する最もすぐれた研究である。彼らの得た結論部分
を要約しておこう。
①一般的に世銀が受け入れる用意があると考えられているよりも，政
府介入の正当性は大きく，政府介入の適切な形態と水準を決定するた
め，一層の努力を重ねることが急務の課題となっている。
②政策改革条件が明らかに実行されなかったケースは４０％以上にも
のぼる。
③世銀のプロジェクト借款が成功したのとは対照的に（1960～８０年
間の全プロジェクトの平均事後収益率は１７％であった)，世銀がこれ
までに政策ベース借款で投資した250億ドルの，ＧＮＰで見た純収益
がプラスであったのかマイナスであったのかすら明らかではない。
④プロジェクト借款からＩＭＦのハード・コンディショナリティー借
款と世銀のソフト・コンディショナリティー・プログラム借款の組み
合せへのシフトは公共部門の開発支出の圧縮をもたらした。国内投資
および海外民間投資の双方が，とりわけ貧しい発展途上国では，しば
しば公共開発支出の削減に対応して増加するのではなく減少したとい
う事実が，問題を複雑にしている。
⑤世銀の構造調整借款ディレンマの核心に触れるのは，こうした貧し
い発展途上国においてである。貿易自由化政策が効果をあげるために
は，産業がすでに輸出市場で競争的でなければならない。商業的農業
への価格インセンティブがよりよく機能するためには，こうした農民
にとって信用，肥料，良好な道路へのアクセスがある場合である。民
営化がうまくいくためには，公共部門の資産を取得する能力と意志の
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ある民間部Ｆ１が存在しなければならない。
ここで見られる議論はクルーガーのそれとは大きく異なっていることに
注目したい。モズレー等の研究が世銀調査局スタッフの協力を得ながら行
われたことは，世銀の立場がすでにかつてのクルーガー達のそれとは一線
を画してきたと見るべきであろう。とくに新古典派開発論者達が想定して
いたよりもはるかに大きな政府介入が必要であるとした点と，最貧国にた
いしては新古典派開発理論の妥当性が極めて小さいことを明らかにした点
が着目される。
1990年度版以降の世銀の『世界開発報告』は３年続けて，貧困，政府
の役割，環境をテーマに取り上げており，それまでの「経済自由化」一点
張りであった論調とは質的な相違を見せている。世銀自身，もはや「新古
典派開発理論」のナイーブな信奉者ではない！
こうした世銀自身の援助方針の転換を眼前にすると，二国間ＯＤＡを利
用し「日本型構造調整」をテコにわが国政府が途上国の政策改革により深
くコミットすることにたいしては，いくつかの大きな疑義が生じる。
第１に，被援助国の経済改革に口を出すことは世銀やＩＭＦのような国
際機関だからできるのであって，二国間ベースで同様のことを行おうとす
れば，内政干渉のそしりをまぬかれない。「政策対話」と「政治的圧力」
は紙一重である。「カネだけ出して意見を表明しない日本人」はたしかに
｢気持ち悪い」かもしれないが，どんな時，どんな場でも「率直に」政策
提言をすれば良いというものではない。「日本型開発モデル」の有効I性は
世銀等国際機関を通じて実現するほうが，より妥当であろう。先に紹介し
た海外経済協力基金の提言程度ならば，「柔軟な」世銀の枠組の中に組み
込まれうる。第２に，そもそも日本側に十分な政策提言能力が備わってい
ないし，「日本型構造調整モデル」の内容もいまだ出来上がっていない。
国際収支に対する援助が必要な場合は国際収支援助であることを明らかに
すれば十分である。日本側の論理としてありうるのは貿易黒字還流という
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資金面からの論拠だけであって，それが必要とされるのは国際資金トラン
スファーという純粋に金融的な側面からだけである。援助の開発効果とい
う問題とは切り離すべきである。開発援助は貧困対策として徹底すべきで
あり，これにたいし公的な資金のトランスファーが必要とされているなら
ば，それは国際金融メカニズムの円滑な運営という目的のために徹底すべ
きである。構造調整という媒介項をもちこんで，途上国の政策改革に口を
出し，もって開発という目的に結びつけるという方法は，二国間ＯＤＡの
手段としてはとるべきではない。第３に，「日本型構造調整」による政策
改革の中身が決ったとして，それを基準にして「政策対話」を実行したと
すれば，適用基準をどんなに「弾力化」したとしても，援助行政ルートに
乗る限り，やがて必ずや「画一的」という批判を免れることはできない。
たとえ提言の内容がＩＭＦ＝世界銀行タイプの「新古典派」的処方菱と異
なっているとしても，画一的という批判は免れ難い。第４に，日本の経済
発展の経験を途上国（とくに最貧国）の貧困問題解消のモデルとして普遍
化することはとうていできない。日本と途上国との初期条件の大きな相違
を忘れるわけにはいかないからである。日本の経験に自信をもつことは必
要であり，その成功の条件を明らかにし，途上国の人々に広く知らせるこ
とはわれわれの義務であるが，そのこととその「経験」を普遍化し，援
助供与の条件にすることとは，まったく次元の異なった話である。
おわりに
ＯＤＡに多大な期待をすることも過ちであり，逆に頭ごなしに援助は無
意味あるいは有害と断定することも過ちである。ＯＤＡ供与の論拠がどう
であれ，これまでのところ，被援助国の政治的支持の獲得あるいはマクロ
経済パフォーマンスの改善という点においては，ＯＤＡはそれほど大きな
効果，あるいは明白なポジティブな効果を上げてはいない。ＯＤＡがある
発展途上国の開発の成功に結び付いたケースは，ＯＤＡが開発の成功をも
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たらしたということではなく，当該の発展途上国の開発の成功にとって
ＯＤＡが有効に利用されたということを意味しているにすぎない。アジア
ＮＩＥＳあるいはアセアンの経験は，こうしたことを示す好個の事例であ
る。同様に友好な外交関係が築かれているからこそＯＤＡが友好的な外交
手段としても機能しうるのであり，逆にＯＤＡが供与されたからといって
友好な外交関係が築かれるということにはならない。
しかしＯＤＡは万能ではないが，それにもかかわらずＯＤＡを供与する
十分な根拠は残る。その根拠とは発展途上国の貧困緩和．撲滅が必要であ
るという主張であり，そのためには公的資金による支持が不可欠であると
いう主張である。１０億人にのぼる世界の貧困問題が，ある地域あるいは
ある国の固有の問題ではなく，現代の人類が克服すべき課題であるかぎ
り，そしてまた現代の-世界の生産力の水準からみて１０億人にのぼる貧困
層の克服が不可能ではないかぎり，依然として国際援助を道義的に支持す
る根拠は残る。
問題はＯＤＡという名の下に，あまりにも多様なあるいは異質な動機．
目的あるいは形態のものが含まれていることである。それにもかかわらず
こうした多様なあるいは異質な動機・目的と形態との差異が十分に考慮さ
れることなく，ＯＤＡの評価が行われている。まずもって多様なＯＤＡを
その動機・目的および形態別に１１府分けすることが必要であり，ＯＤＡのア
ジェンダとノンアジェンダをはっきりさせる必要がある。ＯＤＡにあまり
にも多くの期待を込めることは不可能であるばかりでなく，非効率でも
ある。
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(8)「援助大綱」では，「世界の多数を占める開発途上国においては，今なお多数
の人々が飢餓と貧困に苦しんでおり，国際社会は，人道的見地からこれを看過
することはできない」と表現されている。
(9)「援助大綱」では，「世界は，平和と繁栄が実現され，自由，人権，民主主義
等が確保される社会の構築に向けた努力を行っているが，開発途上国の安定と
発展が世界全体の平和と繁栄にとって不可欠という意味での国際社会の相互依
存関係を認識しなければならない」と表現されている。
Ⅲ「援助大綱」に盛られた「環境の保全」というもう一つの援助理念の柱は，
言うまでもなく1992年６月にリオデジャネイロで開催された国連地球環境会
議（ＵＮＣＥＤ）を強く意識したものである。しかし環境問題が緊急かつ重要
な問題であることは明らかではあるが，その範囲や広がりについて必ずしもコ
ンセンサスがあるわけではない。いわゆる「地球環境問題」－代表的なものは
二酸化炭素排出による地球的広がりを持つ環境破壊問題一が問題だとするなら
ば，それは二国間の援助という既成の枠ではとうてい処理することのできない
大問題である｡他方途上国の人々の生活により密着した｢貧困による環境破壊」
－例えば人口増加による焼畑サイクルの短縮化，その結果としての森林の減少
といった－が問題であるとするならば，それは「人道的考慮」というコンセプ
トの中で十分取り組むことのできる問題である。
(11）「我が国の政府開発援助』1991年度版（上巻)，ｐ､43。
(12）「我が国の政府開発援助」1992年度版（上巻)，ｐ55。
(１３「それぞれ自らの政治的・経済的目的を遂行している援助供与国政府と被援
助供与国政府の二重のフィルターを通した後で，どの程度援助が貧民にまで届
くことができるのか？」というミントの懐疑は，ＯＤＡの限界を見事に指摘し
たものである(HlaMyint,“Ｃｏｍｍｅnt',，ｉｎ，ＧＥ．Meier＆Ｄ・Seerseds.，
Pjo"eersmDeueZOpme"t，OxfordUniversityPress，1984,ｐｌ７２)。また
266 
先に紹介したようにモズレーも，「援助国がなしうることはせいぜい援助資金
をうまく使用すると信じる政府を援助をもって支持すること，あるいは援助資
金を有効に利用していない国あるいは部門から有効に利用する国あるいは部門
に援助予算を転換することだけである」と論じている。
(１０渡辺利夫氏は，日本の援助の「理念はまぎれもなく自助努力支援にあった」
と論じているが，「『自助努力』とは発展に向かう社会的能力の一切合切を含ん
だ，いささか莊洋とした概念である。これを特定化することは今日の開発経済
学の能力をもってしては不可能であり，その意味で自助努力それ自体はなお
「ブラック・ボックス」の中にある｡」と論じている（渡辺・草野『前掲書』
ｐ51)。議論がここでとどまってしまうならば，援助論としてはいささか説得
力に欠けると言わざるを得ない。
(15）『我が国の政府開発援助』1992年度版（上巻)，ｐ５５ｏまた渡辺利夫氏も同
じように，「日本の援助は長らく西太平洋諸国に集中的に供与されてきたので
あり，すなわちこの地域諸国は『援助と自助努力』という文脈設定の有効性を
如実に示す典型例なのである」（渡辺・草野『前掲書』ｐ､48）と論じている。
サクセス・ストーリーから学ぼうという視点である。
(１０この点に関して外務省は「もちろん，開発途上国の発展段階あるいはプロ
ジェクトの性格によって，これらの原則を弾力的に適用すべきことは言うまで
もない。実際に，我が国は案件の形成の手助けをしたり，相手国が負担すべき
ローカル・コストの一部を負担するといった対応を行っている」（｢我が国の政
府開発援助」1992年度版（上巻)，ｐ55）と論じているが，これでは何を主張
したいのか判然としない。一方，渡辺利夫氏は「もっとも，この（自助努力と
いう）理念によって日本の援助行動のすべてが語り尽くされるものでないこと
はもちろんである｡……自助努力支援の理念を放榔し，言葉は美しいが行く方
の定まらぬ人道主義的理念や戦略的理念に身を委ねるならば，日本の援助は泥
沼に足をとられて身動きできなくなってしまいかねない」と，より鮮明に表現
している（渡辺・草野『前掲書』ｐ５２)。「行く方の定まらぬ人道主義的理念」
という表現は，おそらく昨今のわが国ＯＤＡに対するジャーナリスティックな
批判を想定したものであり，いわば売り言葉に買い言葉の類であろうが，「人
道主義的」理念無しに援助論が成り立たないことは自明である。援助供与の基
本的論拠は貧困の撲滅にある。「行く方が定まら」ず，「泥沼に足をとられて身
動きできなくなってしまいかねない」からといって，「自助努力」が「人道主
義的理念」にとってかわれるものではない。また援助大国としては，いつ
までも泥沼に足をとられないようなスタンスを取り続けることはできないであ
ろう。
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(17）東北タイの調査は1991年８月から９月にかけて，バングラデシュの調査は
1992年８月にそれぞれ実施された。いずれも外務省経済協力局調査計画課か
ら委託されたもので，いわゆる「第三者による事後評価（ex-postevalua-
tion)｣調査の一環である。タイの現地調査は，中西徹（北海道大学)，弦間正
彦（横浜市立大学)，中畝義明（世界経営協議会）の３氏とともに実施された。
報告書の全文は，世界経営協議会『経済協力評価調査報告書（平成３年度版)』
に掲載されている。
(18）ここでは結果のみを示しておく。詳細には，世界経営協議会「前掲書」
参照。
(１９参加型開発についての議論は多々あるが，ここでは「公共活動（public
action)」に関するドレーズーセンの問題提起を想起したい（JeanDreze＆
AmartyaSen,Ｈｕ"ｇｅｒａＭＰｕＭｃＡｃｔｉｏ几，1989)。彼らによると，①公共
活動は政府の意志（governmentwill）と公衆の参加（publicparticipation）
という２つの要素から成り立つものである。換言すれば貧困が根絶されるため
には，「上からの」計画と「下からの」参加の双方が必要であるということで
あろう。②また「参加」には政府に対する「協力的（collaborative）な参加」
と「敵対的（adversarial）な参加」の双方が必要であると論じている。「敵
対的な参加」とは政府に批判的な野党，ジャーナリズム，知識人，ＮＧＯ等の
活動を指すものである。卓見である。「敵対的な参加」が容認されないならば，
そうした社会における｢参加｣は「自発的」参加ではなく，「強制的」参加（す
なわち強制労働）以外の何ものでもないであろう。
川外務省経済協力局が毎年発行している「経済協力評価報告書」をも参照され
たい。
(２，９１年のわが国の二国間ＯＤＡに占めるいわゆる「プログラム援助（ノン・プ
ロジェクト援助)」の比率は２８９％である（『我が国の政府開発援助』1992年
度版（上巻)，Ｐ９７)。プログラム援助とは，「近年途上国の財政困難，国際収
支困難等を背景として，これら諸国が緊急に必要とする輸入物資を確保するこ
とをその内容とし，速効性があり，また構造調整を進めている国に対する財政
支援的要素を有する」ものと説明されている。ＤＡＣ統計におけるプログラム
援助等には，構造調整支援援助，商品借款等の「計画援助」に加え，債務救
済，緊急援助，行政経費，民間国際機関への援助，分類不能項目が含まれてい
る。わが国の構造調整援助はおもに世銀等マルチ援助機関の提唱する経済改革
プログラムを支援する形で資金提供が行なわれているが，近年二国間ベースで
も構造調整援助が始まった。第１は，世銀やアジア開銀等の地域開発金融機関
との協調融資の形をとった有償資金協力である。９１年のわが国二国間ＯＤＡに
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占めるシェアは9.4％である。第２は８７年から始まった「経済構造改善努力
支援無償援助」（ノン・プロジェクト無償援助）である。これは，世銀・ＩＭＦ
との合意の下で構造調整を進める諸国に対し，緊急に必要とする商品の輸入代
金の支払いを支援するものである。９１年のわが国二国間ＯＤＡに占めるシェ
アは３．０％である（ただしこの数字には小規模無償および難民経費が含まれて
いる)。
⑰石)||滋「アジア諸国の構造調整と日本の協力」（『青山国際政経論集」第１４
号，1989.10）；同「より効果的な経済協力のために」（『基金調査季報』No.69,
1991.2)。
(23）小浜裕久『ＯＤＡの経済学』日本評論社，1992。とくに第８章３。「世銀や
ＡＤＢと同額もしくはそれ以上のＰＢＬ（政策支援借款）を出しながら，日本
が何も政策改革に対して意見をいわないとしたら，長期的な有効関係はけっし
て築かれない」とし，「お金だけ出していつも後からくっついて行って，にや
にや笑っているが，何も意見をいわないとしたら，やはり世界中の人は，『日
本人は何を考えているかわからなくて気持ち悪い」ということになってしまう
だろう」と論じている。
(24）『基金調査季報」No.73,1992.2。
(25）ＡｎｎｅＯ、Krueger，ConstantineMichalopoulos＆VernonW・Ruttan，
Ajda7zdDeueZOpme几t，Baltimore＆Ｌｏｎｄｏｎ：ＴｈｅＪｏｈｎｓＨｏｐｋｉｎｓＵｎｉ－
ｖｅｒｓｉｔｙ，1989． 
(26）「新古典派開発理論」と「構造調整モデル」についてのより詳細な検討は，
絵所秀紀「開発経済学一形成と展開一』法政大学出版局，1991.で行なった。
CnPaulMosley，JaneHarrigan＆JohnToye，ＡｉｄａｎｄＰｏｕﾉＧ７.．Ｔ/､Ｃ 
ＷＯ｢ＺｄＢα〃んα"dPoZiCy-6asedLeMmg，２vols.，Ｌｏｎｄｏｎ＆ＮｅｗＹｏｒｋ：
Routledge，1991. 
